
3,000 ㎡以上の土地の形質の変更時に必要となる手続きについて 

土壌汚染対策法第４条・県民の生活環境の保全等に関する条例第３９条の２ 
 

１ 対象となる行為 

・ 対象となる行為は、土地の形質の変更であって、その部分（実際に形質を変更する部

分）の面積の合計が 3,000 ㎡以上である行為です。 

・ 「土地の形質の変更」とは、土地の形状を変更する行為全般（掘削・切土・盛土等）

をいいます。（ただし、形質の変更の内容が盛土のみである場合や、軽易な行為に該当す

る場合は、対象外となります。） 

・ 異なる敷地で行われる行為であっても、同一の実施主体が、同一の事業の計画や目的

の下で、時間的に近接して実施する場合は、形質の変更部分の面積の合計が 3,000 ㎡以

上となる場合には、全体を一つの行為とみて、対象とすることとします。 

 

２ 必要となる手続き 

・ 土壌汚染対策法（以下「法」という。）第４条第１項 

土地の形質の変更の内容について、土地の形質の変更に着手する日の 30 日前までに

知事に届け出なければなりません。 

・ 県民の生活環境の保全等に関する条例（以下「条例」という。）第３９条の２第１項 

当該土地における特定有害物質等取扱事業所の設置状況等の調査（履歴調査）を実施

し、その結果を土地の形質の変更に着手する日までに報告しなければなりません。 

なお、「着手する日」とは、土地の形質の変更そのものに着手する日をいい、契約事務

や設計等の準備行為は含みません。なお、条例の報告は着手日までに行うこととしていま

すが、できるだけ法第４条第１項の届出に合わせて 30 日前までに行ってください。 

 

３ 届出等の義務者 

届出の義務を負う者は、「土地の形質の変更をしようとする者」であり、その施工に関す

る計画の内容を決定する者となっています。土地の所有者とその土地を借りて開発行為等

を行う開発事業者の関係では、一般的には開発事業者が該当します。また、請負工事の発

注者と受注者の関係では、一般的には発注者が該当します。 

 

４ 法と条例の規定の関係 

法第４条による届出と条例第３９条の２による報告は、それぞれ別個の規定ですので、

対象となる土地の形質の変更を行う場合には、両方の手続きを行う必要があります。 
 

 土壌汚染対策法 生活環境保全条例 

対象条項 第４条 第３９条の２ 

対象者 

第１項の届出…土地の形質変更を行

おうとする者 

第２項の調査…土地所有者等 

第１項の報告…土地の形質変更を行

おうとする者 

第２項の調査…土地所有者等 

契 機 

第１項…3,000 ㎡以上の土地の形質

の変更をしようとするとき

に、着手の 30 日前までに当

該形質変更の内容を届出 

第２項…当該土地に土壌汚染のおそ

れがある場合に知事が調査

の実施を命ずる 

第１項…3,000 ㎡以上の土地の形質

の変更をしようとするとき

に、着手前に履歴調査を実

施しその結果を報告 

第２項…当該土地に土壌・地下水汚

染のおそれがある場合に知

事が調査を求める 
 



対象となる
土地

対象となる者

汚染のおそれの
有無の判断

調査の実施

（調査結果の報告）

措置の実施

（措置の完了の報告）

 規制対象区域
　　の指定
（法の規定により
調査がされた場合）

健康被害を生ずるおそれの有無の判断

調査結果の報告

知事が措置を指示
（第７条第１項）

要措置区域に指定
（第６条第１項）

形質変更時要届出区域
に指定（第11条第１項）

土地の形質の変更時における土壌汚染対策法・生活環境保全条例の手続きフロー

県民の生活環境の保全等に
関する条例

土壌汚染対策法

調査の実施
（土地所有者等が実施）

第４条（新条項）

履歴調査の実施
（条例で実施義務）

土壌汚染状況調査の実施
（土地所有者等が実施）

土壌汚染なし

土地の形質の変更をしようとする者（調査の実施以降は土地所有者等）

土壌汚染のおそれがある
場合に知事が土地所有者等
に調査を命ずる（第２項）

形質の変更を行う
3,000㎡以上の土地

汚染が除去された場合
指定の解除(第11条第2項)

汚染の除去等の
措置の実施

土壌汚染あり

調査結果の報告

土地の形質変更の届出（着手の30日前まで）（法第４条第１項）
履歴調査の実施・結果の報告（着手前まで）（条例第39条の２第１項）

（法･条例の両方の手続きが義務。形質の変更をしようとする者が行う必要があります。）

土壌･地下水汚染あり

土壌又は地下水汚染のおそれが
ある場合に知事が土地所有者等

に調査を求める（第２項）

土壌･地下
水汚染なし

汚染の拡散を確実に防止
するための措置の実施

（第40条第３項）

応急措置の実施及び知事への届出
（条例第40条第２項）

応急措置の実施及び
知事への届出

（第40条第１項）

汚染の拡散を確実に防止
するための措置の実施
（条例第40条第５項）

措置完了届出 措置完了届出

応急措置

汚染の除去又は摂取経路が
遮断された場合

指定の解除(第6条第4項)

第39条の２
（第42条から移動）

汚染のおそれ
なし（終了）

法施行規則第26条の基準に該当
かつ、土壌汚染の蓋然性あり

土壌又は地下水の汚染の
おそれあり

おそれあり おそれなし

土壌・地下水汚染が
拡散するおそれが
ある場合
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